
熊本県地場企業産業支援サービス業等立地促進補助金交付要項 

 

（趣旨）  
第１条 熊本県地場企業産業支援サービス業等立地促進補助金(以下「本補助

金」という。)は、県内に産業支援サービス業等に係る事業所を開設する者に

対し、予算の範囲内で補助金を交付することにより、もって本県における産

業支援サービス業等の立地を促進し、本県地域経済の活性化及び県民の雇用

機会の拡大を図ることを目的とし、その交付については、熊本県補助金等交

付規則（昭和５６年熊本県規則第３４号。以下「規則」という。）に定める

もののほか、この要項に定めるところによる。  

 
（定義）  

第２条 この要項において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定め

るところによる。  

（１）産業支援サービス業務施設 日本標準産業分類に定めるインターネット

付随サービス業、情報サービス業を営むための事業所をいう。  

（２）広域的業務拠点施設 複数の県の区域に係る業務を処理するために設置

される支店、支社、コールセンター、データ入力センター、事務オペレー

ションセンター、ファイナンスセンター等で、知事が認めるものをいう。 

（３）事業所 産業支援サービス業務施設及び広域的業務拠点施設をいう。  

（４）地場企業 県内に事業所を新設又は増設する企業で、県内に本社を有す

る企業をいう。ただし、熊本県産業支援サービス業等立地促進補助金の対

象企業は除く。  
（５）固定資産 事業の用に供する建物及び設備で、地方税法（昭和２５年法

律第２６６号）第３４１条に規定する固定資産のうち、土地を除くものを

いう。  

（６）投下固定資産額 前号の固定資産の消費税を含まない固定資産台帳の取

得価額とする。  

（７）リース資産 第４号の固定資産を法人税法（昭和４０年法律第３４号）第６４条の

２第３項に規定するリース取引により導入するものをいう。 

（８）投下リース資産額 前号のリース資産の取得価額をいう。  
（９）新規雇用者 事業所の開設に伴い新たに雇用する、県内に住所を有する

常用雇用者をいう。 

（１０）正社員 前号の新規雇用者のうち、労働基準法第１４条に規定する労

働契約において期間の定めのない常用従業員をいう。 

（１１）非正規社員 第８号の新規雇用者のうち、前号の正社員を除く者をい

う。 

（１２）新規雇用者数 操業開始日から３年を経過する日の前日まで、１年ご

とに、正社員と非正規社員に係る雇用期間（３月以上継続している期間に

限る。）の延べ月数をそれぞれ１２で除して得た数（小数点以下の端数が

ある場合は、これを切り捨てるものとする。）を加算したものをいう。 

（１３）新設 地場企業が当該事業所の敷地以外に新たに事業所を設置すること、又は地

場企業が新たに当該事業所と異なる業務の事業所を設置することをいう。 
（１４）増設 地場企業が、既存の事業所の操業を継続し、かつ、事業拡充のため、既存



の事業所を拡張することをいい、新設以外のものをいう。 

（１５）県南地域等市町村 八代市、人吉市、水俣市、宇土市、上天草市、宇城市、阿蘇

市、天草市、美里町、南小国町、小国町、産山村、高森町、西原村、南阿蘇村、御船

町、嘉島町、益城町、甲佐町、山都町、氷川町、芦北町、津奈木町、錦町、多良木町、

湯前町、水上村、相良村、五木村、山江村、球磨村、あさぎり町及び苓北町をいう。 

（１６）産業支援サービス業等誘致推進市町村 県南地域等市町村のうち、事業所を設置

する地場企業に対してこの要項に定める投下固定資産額及び投下リース資産額並び

に新規雇用者数に係る補助額と同等程度の補助額を交付する補助制度を有する市町

村をいう。 

 

（対象期間）  
第３条 本補助金は、この要項の施行の日以降に第５条に基づく認定を受け、

かつ、当該認定を受けた日から３年以内（地場企業が建物の新設を行う場合

は５年以内）に操業を開始した地場企業に交付する。 

２ 天災事変その他やむを得ない事由により操業に遅れが生じたと知事が認め

る場合は、前項の規定による操業開始期日を延長できるものとし、その要件

は、別表のとおりとする。 

 

（補助金の交付要件及び補助金額）  
第４条 本補助金の交付要件、補助額等は別表のとおりとする。なお、本補助

金の交付対象となる投下固定資産額及び投下リース資産額は、固定資産台帳

の取得年月日及びリース契約の契約年月日が第５条第３項の適用事業所認定

の日から第７条の操業開始期日の間のものに限る。 

２ 前項の交付要件は、前条に規定する操業開始期日までに満たさなければな

らない。 

 

（適用事業所の認定の申請） 

第５条 知事は、新設又は増設される事業所が前条の規定に該当するときは、

当該事業所をこの要項を適用する事業所（以下「適用事業所」という。）と

して認定する。 

２ 前項の規定による適用事業所の認定を受けようとする者（以下「申請者」

という。）は、事業所の設置に着手する３０日前までに適用事業所認定申請

書（別記第１号様式）を提出しなければならない。 

３ 知事は、前項の申請書を受理した場合において、第１項の規定による認定

をしたときは、当該申請者に対し、適用事業所認定書（別記第２号様式）を

交付するものとする。 

 

（適用事業所の指定の申請）  

第６条 前条の規定による適用事業所の認定を受けた者は、事業所の操業開始

３０日前までに適用事業所指定申請書（別記第３号様式）を提出しなければ

ならない。 

２ 知事は、前項の申請書を受理した場合において、第１項の規定による指定

をしたときは、当該申請者に対し、適用事業所指定書（別記第４号様式）を

交付するものとする。 



（事業開始の報告）  

第７条 適用事業所指定書の交付を受けた者は、当該適用事業所の操業開始後

１０日以内に事業開始報告書（別記第５号様式）を知事に提出しなければな

らない。  

２ 産業支援サービス業等誘致推進市町村内に事業所を設置した者は、前項の事業開始報

告書と併せて当該事業所の固定資産台帳の写しを提出しなければならない。 

３ 知事は、産業支援サービス業等誘致推進市町村内に事業所を設置した者から第１項の

事業開始報告書を受理した時は、投下固定資産額及び投下リース資産額に係る補助額に

ついて市町村と協議する。 

 

（事業内容の変更）  
第８条 適用事業所指定書の交付を受けた者は、適用事業所が次の各号のいず

れかに該当することとなったときは、その日から１０日以内にそれぞれ当該

各号に定める報告書を知事に提出しなければならない。  

（１）事業計画の内容について変更を生じた場合は、事業計画変更報告書（別

記第６号様式）  

（２）事業を休止し、又は廃止した場合は、事業休止・廃止報告書（別記第７

号様式）  

（３）事業を再開した場合は、事業再開報告書（別記第８号様式） 

 

（補助金の交付申請）  

第９条 規則第３条第１項の申請書は、別記第９号様式によるものとし、添付

書類は次の各号のとおりとする。  
（１）事業実績報告書（別記第１０号様式）  

（２）労働者名簿  

（３）適用事業所の固定資産台帳の写し 

（４）適用事業所の賃借に係る契約書及び支払いを証する書類  
（５）適用事業所に係る回線使用料の支払いを証する書類 

２ 前項の申請書の提出期限は、初年分にあっては操業開始期日から１年を経

過する日から３０日以内、２年目分以降にあっては、当該初年分提出期限に

対応する日以内とする。  
 

（補助金の交付決定及び額の確定）  

第１０条 知事は、前条の申請書を受理したときは、当該申請に係る書類審査

及び実施検査を行い、適当と認めるときは、補助金の交付を決定し、補助金

額を確定する。  

２ 前項の規定による補助金の交付決定及び補助金額の確定の通知は、補助金

交付決定及び補助金額の確定通知書（別記第１１号様式）により行うものと

する。  
 

（補助金の請求）  

第１１条 規則第１６条第１項の請求書は、別記第１２号様式によるものとす

る。  
 



（適用事業所の指定取消し）  

第１２条 知事は、適用事業所が次のいずれかに該当すると認めるときは、第

６条の適用事業所の指定を取り消すことができる。  
（１）虚偽又は不正な手段により指定を受けた場合  

（２）事業計画の変更等により、補助要件を満たすことができなくなった場合  

（３）変更手続きによることなしに指定を受けた事業所設置の内容を変更した

場合  
（４）適用事業所の認定後、第３条に規定する期間内に操業を開始しない場合  

 

（補助金の返還）  

第１３条 知事は、適用事業所が次のいずれかに該当すると認めるときは、既

に交付した補助金の全部又は一部を返還させることができる。  

（１）事業開始後、５年以内に事業を廃止若しくは休止したとき又は廃止若し

くは休止の状態にあると認められる場合  

（２）第４条の指定要件に該当しなくなった場合  
（３）その他知事が必要と認める場合  

 

（財産処分の制限）  

第１４条 規則第２１条第２項に規定する別に定める財産は、次のとおりとす

 る。 

     財  産  名     財産の処分を制限する期間  

 第２条第５号に規定する固定資産   それぞれの減価償却資産としての耐  

 用年数  

 

（証拠書類の保管期間）  
第１５条 規則第２３条に規定する別に定める期間は、５年とする。  

 

（重複受給の禁止） 

第１６条 本補助金は、熊本県地場企業立地促進補助金と重複して受けられないものとす

る。 

 

 

   附 則  
１ この要項は、令和２年（２０２０年）７月１日から施行する。  

 

附 則  

１ この要項は、令和３年（２０２１年）３月３１日から施行する。  



別表（第３条関係） 

操業開始期日の延長については次のとおり 

 

操業開始期日の延長期間 対象立地企業 

操業開始期日から最長１年間 天災事変その他やむを得ない事由の発生日以前に適用事業所の認定を受けており、操

業開始期日までに期日延長の申出書（以下「申出書」という。）を提出した企業 



 別表（第４条関係）  

対象事業所  交付要件  補 助 額 限 度 額 

産業支援サービス業務施設 

 

新規雇用者数１０人以上 

人口減少市町村（※）に立地する場合は、５人以上 

 

なお、地場企業が人口減少市町村以外の市町村に事業所を設

置する場合は、投下固定資産額及び投下リース資産額の合計が

１千万円以上となる場合に、右記補助額の項中１の投下固定資

産額等に対する補助を行う。 

 

 

１ 投下固定資産額及び投下リース

資産額の合計に１０／１００を乗

じて得た額 

  ただし、産業支援サービス業等

誘致推進市町村内に事業所を設置

する場合は、投下固定資産額及び

投下リース資産額の合計に１／３

を乗じて得た額又は該当市町村の

補助額のいずれか低い額 

 

２ 事業所の年間賃借額（敷金、権

利金その他これらに類する諸経費

を除く）に１／２を乗じて得た額

（操業から４年間） 

 

３ 事業の用に供する専用通信回線

（クラウド使用料含む）の年間使

用料に１／２を乗じて得た額（操

業から４年間） 

 

４ 年間の新規雇用者数のうち、正

社員に２０万円、非正規社員に１

０万円を乗じて得た額（操業から

３年間） 

  過疎、離島及び半島地域に立地

する場合、新規雇用者分の算定は

助成金の５割増とする。 

 

 

１指定事業所当たりの

左記補助額の項中２の賃

借額は、３．３㎡当たり月

額１．５万円を上限とし、

１年間の補助額の上限を

1,500 万円とするととも

に、項中３の使用料は、１

年間の補助額の上限を１

千万円とする。 

 

１～４の合計は、産業支

援サービス業務施設にあ

っては１億５千万円、広域

的業務拠点施設にあって

は５億円を上限とする。 

 

1,000 円未満の端数は切

り捨てる。 

広域的業務拠点施設 
 

新規雇用者数５０人以上 

人口減少市町村（※）に立地する場合は、５人以上 

 

なお、地場企業が人口減少市町村以外の市町村に事業所を設

置する場合は、投下固定資産額及び投下リース資産額の合計が

１千万円以上となる場合に、右記補助額の項中１の投下固定資

産額等に対する補助を行う。 

 

※人口減少市町村 ： 熊本市、合志市、大津町、菊陽町、西原村、嘉島町を除く市町村 
（H22国勢調査人口がH17国勢調査人口より減少している市町村） 



 


